
行政経営評価（施策評価）

９－① 行財政改革

９－② 情報化

９－③ 広報・広聴

※ク ラ ウ ド 化：

※オープンデータ：　　　　　　：著作権や特許などの制限なしで、誰でも利用・再掲載できるような形で入手可能な資料

■成果指標と現状

①

（ ）

②

（ ）

③

（ ）

④

（ ）

⑤

（ ）

成果指標と現状の分析

行財政改革の分野では、実質単年度収支は黒字化したが、市税徴収率を向上させ、公共施設維持管理費の削減に取り組むなど、引き続き

財政再建に取り組む必要がある。

また、情報化の分野では、既存システムのクラウド化については、国の標準システムの動向を踏まえ推し進めていくほか、市ホームペー

ジのアクセシビリティの向上やマルチデバイス対応についても検討を進めていく必要がある。

◆ 行財政の分野で取り組む「行財政改革」は、第７次行財政改革大綱実施計画において進捗状況を管理しています。

＜区分を構成する主な事務事業一覧＞

区分： ９．行財政運営 注：予算を必要としない取組は、事務事業一覧には掲載していません。

９－①行財政改革：徴収対策の強化

９－①行財政改革：公共施設のあり方の見直し

９－②情報化：個人情報保護・セキュリティ対策の強化

620,000件 650,000件
（2017年） （2020年度）

市ホームページ訪問者数

広報・広聴

事務事業名 担当課室等
事業費（単位：千円）

個別レポート番号 備考
令和元年度決算 令和２年度決算

主要公共施設適正化基本方針策定経費 管財室 ―

20.0％
25.0％ 70.0％ 100.0％

（2017年度末） （2020年度）

95.9％
（2017年度） （2020年度）

92.6％ 93.4％
94.3％

行財政の視点
（生活と行政）

９．行財政運営

施策分野 目指すべき姿

行財政改革の取組により財政再建を果たし、生み出された財源を人口減少対策など市の活性
化に向けた取組に投入することで、財政が健全化されたまち

クラウド化※の推進などにより、庁内の情報管理の効率化を進めるとともに、市民へのオー
プンデータ※の提供が迅速かつ円滑に行われるまち

市民と行政の間で情報が共有され、市民が十分に理解し共感できる行政運営がなされるまち

「行財政改革」のほか「情報化」「広報・広聴」に関する分
野を【行財政運営】に関する分野と捉えます。

公共施設維持管理費の削減割合 2018年度 13.8％
14.0％ 18.0％ 28.0％

決算を基準 （2020年度）

（2029年度目標値）

現状 ３年後 ５年後 １０年後

（最新） （2022年度目標値） （2024年度目標値）

指標名

（対象分野）

計画策定時

（基準年度）

実質単年度収支の黒字化

行財政改革

市税徴収率

行財政改革

実質単年度収支
黒字

実質単年度収支
黒字

94.9％

2.3億円の赤字 3.8億円の黒字 実質単年度収支
黒字（2017年度） （2020年度）

行財政改革

既存システムのクラウド化率

情報化

547,250件 907,595件
608,000件

20.0％

595 10201071415 令和２年度新規事業

徴収関係経費 債権管理室 16,891 12,170 10202020925

総合行政ネットワーク接続関係経費 企画室 2,101 2,157 10201130202

市青年館廃館・譲与経費 総務室 6,188 5,997 10201160716

内部事務システム管理経費 企画室 28,109 26,898 10201130502

行政情報化推進経費 企画室 74,673 75,777 10201130302

ソフトウェアやデータ、あるいはそれらを提供するための技術基盤（サーバー）をインターネット等のネットワークを通じて必要
に応じて利用者に提供するサービス。専門の事業者が提供するクラウド上に、システムを構築して従来システムから移行するこ
と。



＜区分を構成する主な事務事業一覧＞

区分： ９．行財政運営 注：予算を必要としない取組は、事務事業一覧には掲載していません。

９－②情報化：個人情報保護・セキュリティ対策の強化

９－③広報・広聴：広報活動の推進

９－③広報・広聴：市民相談体制の充実

事務事業名 担当課室等
事業費（単位：千円）

個別レポート番号 備考
令和元年度決算 令和２年度決算

10201130902

消費生活関係経費 観光商工課 2,874 2,762 10701030134

その他広報広聴経費 秘書広報課 10,460 10,356 10201040101

20 10201030316

ホームページ運用管理経費 秘書広報課 392 396 10201040301

情報公開・個人情報保護関係経費 総務室 20

基幹システム運用経費 企画室 171,076 171,795 10201130802

社会保障・税番号システム管理経費 企画室 12,546 18,196



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

13　使用料及び賃借料 1,144 千円

18　負担金、補助及び交付金 194 千円

624 千円

11　役務費

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

県税徴収費委託金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

10,134 千円 83.27%

9.40%

1.59%

目

地方税法、銚子市市税条例、銚子市債権管理条例

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

139 千円

08　旅費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

07　報償費

5.13%

12,031 千円

納税義務者

地方税法、銚子市市税条例に基づき賦課された市税の収納状況を正確に把握し、適正な収納管理を行う。
また、納期限を過ぎ未納となっている市税の滞納整理を進め、税収の確保及び滞納処分を執行する。

3 千円

特定財源（Ｃ） 12,031 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 208 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

71 千円 0.58%

割合

―　 　

12,170 千円

10202020925徴収関係経費

債権管理室

9-(1)-2 徴収対策の強化 室長　高橋　仁志

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

〇

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

0.02%

項

2 2 2

単年度繰返

対　　象

12,170 千円

10　需用費

税負担の公平及び安定的な自主財源の確保に資することを目的とする。

一般財源

1.1%

特定財源

98.9%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

―

実績値 25,579 21,977

38.0

37.0

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

現年度に納付がなかった過年度分の収納率 17.98

目標値 98.7

98.22

今後の予算規模の方向性

有 効 性

コンビニ収納件数 延べ件数
目標値

50,915

収納率（滞納繰越分）

上位施策の実現に向けた貢献度

件

50,000

実績値 48,650

50,000

％

実績値

38.0

37.5

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

98.11

口座振替率

市税納付の手段として口座振替の利用率

10202020925徴収関係経費

債権管理室

新規口座振替申込者数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 576

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

500 500

483
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

督促状発送件数

公 平 性

効 率 性

目標値 ―

22.23

事業成果指標項目（指標の説明）

％
目標値

収納率（現年度）

事業の成果は得られているか

貢 献 度

現年度課税の収納率

98.7

実績値

24.7 24.7

現年度滞納者への早期着手及び口座引落が出来なかったものには、電話催告をし納付を促した。またチラシ等により口座振替推奨の周
知を図った。現年度収納率は新型コロナウイルスの徴収猶予の特例もあり、前年度を下回った。

現在の取組を継続して実施していくとともに、その効果を検証しながら、必要に応じて見直しを図っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

％
目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

施策体系外である

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

〇

〇 銚子市公共施設等総合管理計画

 ３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ４　施設の維持管理に係る業務

100.00%

項

2 1 7

単年度のみ 2 2令和 令和

対　　象

595 千円

市内の主要な公共施設（建物）の設置（配置）及び管理（廃止、除却を含む。）の適正化を図るため、基
本的な方針を定める。

10201071415主要公共施設適正化基本方針策定経費

管財室

9-(1)-4 公共施設のあり方の見直し 室長　小保方　将之

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

事務事業名

12　委託料

市庁舎、支所、出張所、社会教育施設などの主要な公共施設（建物）

将来に向け主要な公共施設の設置及び管理の適正化を図るため、基本的な方針を定めることとしていた
が、まずは耐震性が不足する市庁舎の安全対策の検討を優先させることとし、庁舎の耐震補強（倒壊防
止）策の検討を行った。

595 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 10 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

595 千円

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

一般財源（Ｂ）財
源

595 千円

総コスト（A+Ｄ）

目

単独事業

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

事業内容

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

評価対象外

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

評価対象外

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模を拡大する。

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

公共施設の適正配置などを検討する中で、耐震性が不足する市庁舎の耐震補強（倒壊防止）を優先して実施し、その上で、主な公共施
設の将来的な設置及び管理の在り方の基本的な方針について議論を進めることとした。市庁舎の耐震補強（倒壊防止）については、庁
舎整備に係る財源も十分でない中で、より経済的でありながら安全性の担保できる手法について検討した。

施設の適正化に必要なため

早期に庁舎の耐震補強（倒壊防止）を図り、防災・行政の拠点としての機能
を維持するため。

市庁舎の耐震補強（倒壊防止）策について、経済性と安全性の両面から検討を行った。その結果、SRF工法（耐震被覆）による倒壊防
止補強について有効性が認められた。今後は、実施に向け実施設計を進め、その上で早期に工事に着手したい。市庁舎の機能維持を図
りつつ、主要公共施設の将来的なあり方について検討を進めていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

10201071415主要公共施設適正化基本方針策定経費

管財室

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

市青年館除却債（市債）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

697 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

14　工事請負費 5,300 千円

市青年館

公共施設等総合管理計画に基づき、市青年館の譲与及び廃館を進めていく。

5,997 千円

特定財源（Ｃ） 5,300 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 102 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

5,997 千円

10201160716市青年館廃館・譲与経費

総務室

9-(1)-4 公共施設のあり方の見直し 主幹　花野　信行

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

〇

〇 公共施設等総合管理計画

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ４　施設の維持管理に係る業務

100.00%

項

2 1 16

単年度繰返

対　　象

5,997 千円

市青年館の譲与及び廃館を進めることにより、コスト削減を図る。

一般財源

11.6%

特定財源

88.4%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

―

26.3

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

―

23.7

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

計画進捗率

平成25年度末の市青年館数に対する譲与または廃館した数

10201160716市青年館廃館・譲与経費

総務室

市青年館解体工事
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 2

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

2
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

％
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

平成25年度末から令和2年度末までに、地元町内会に譲与した青年館5館。廃館した市青年館5館（うち1館は、令和3年度解体予定）。

令和８年度まで、順次、譲与及び廃館を進めるため、現状維持とする。

平成２７年の事業仕分けにおいて、要改善・廃止の判定を受けた。また、公共施設等総合管理計画の中で、市青年館は町内会への譲与
を検討するとの方針が示されているため、譲与及び廃館を進める。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

826 千円

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

2,157 千円

12　委託料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

11　役務費

38.31%

市職員

総合行政ネットワークに係る接続及び維持管理。

1,001 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 37 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

330 千円 15.30%

割合

―　 　

2,157 千円

10201130202総合行政ネットワーク接続関係経費

企画室

9-(2)-4 個人情報保護・セキュリティ対策の強化 室長　飯森　美千代

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

46.39%

項

2 1 13

単年度繰返

対　　象

2,157 千円

13　使用料及び賃借料

総合行政ネットワークに係る回線、接続機器の構築及び維持管理することで情報サービスを安定的に提供
できるようにする。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

100

100

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

100

100

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

ネットワーク稼働率

トラブルによる停止時間を可能な限り縮小することで、職員のネットワークに対する可用性を高める。

10201130202総合行政ネットワーク接続関係経費

企画室

計画外停止時間（ネットワーク）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 0

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

0 0

0
分

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

%
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

LGWAN回線を利用したサービス（LTAX、国税連携等）が増えてきており、この
ままでは帯域が不足し、事務に支障をきたす可能性があることから、回線の
帯域を太くする可能性があるため。

LGWAN回線は、国・県・市区町村を結ぶセキュアな回線であり、統一した整備計画があるため、費用の縮減は難しい。今後とも、整備
計画にのっとり、安全確実な通信サービスを提供していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

評価対象外市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

13　使用料及び賃借料 40,875 千円

17　備品購入費 415 千円

18　負担金、補助及び交付金

20,758 千円

12　委託料

9 千円

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

電子計算事務費負担金収入

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

11,783 千円 15.55%

53.94%

0.55%

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

69,113 千円

10　需用費

総コスト（A+Ｄ）

0.01%

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

08　旅費

27.39%

6,664 千円

市職員

庁内ＬＡＮ・パソコン等の整備、全庁的な情報システムの構築及び維持管理。

3 千円

特定財源（Ｃ） 6,664 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 1,293 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

1,934 千円 2.55%

割合

―　 　

75,777 千円

10201130302行政情報化推進経費

企画室

9-(2)-4 個人情報保護・セキュリティ対策の強化 室長　飯森　美千代

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

0.00%

項

2 1 13

単年度繰返

対　　象

75,777 千円

11　役務費

庁内ＬＡＮ・パソコンの整備、全庁的な情報システムの構築等、ＩＴを積極的に導入・活用し、住民サー
ビスの向上及び行政事務の効率化・高度化を図る。

一般財源

91.2%

特定財源

8.8%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

100

100

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値 100

100

今後の予算規模の方向性

有 効 性

計画外停止時間（情報サービス等） 分
目標値

0

上位施策の実現に向けた貢献度

0

実績値 0

0

％

実績値

100

100

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

100

ネットワーク稼働率

トラブルによる停止時間を可能な限り縮小することで、職員のネットワークに対する可用性を高める。

10201130302行政情報化推進経費

企画室

計画外停止時間（ネットワーク）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 0

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

0 0

0

市民一人当たりの経費：銚子市4,215円、旭市5,397円、匝瑳市5,102円　※参考値
は平成30年3月30日「市区町村における情報システム経費の調査結果について」よ
り抜粋。※情報システム経費は、基幹システム・内部事務等を含む

分

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

%
目標値

情報サービス等稼働率

事業の成果は得られているか

貢 献 度

トラブルによる停止時間を可能な限り縮小することで、職員の情報サービス等に対する可用性を高める。

100

実績値

「ウィズコロナ」により新しい働き方・暮らし方が求められており、テレ
ワークやオンライン会議が推奨されているため、それに係る費用が増大する
可能性がある。

平成２８年度に導入した、「三層分離」に関連する機器の更改が控えている。庁内LANに接続する業務端末や現在のインターネット接
続に利用している仮想端末の配置変更等、今後のテレワークやオンライン会議の推進を踏まえて、再度設計しなおし、経費縮減を図り
ながら確実に実施していけるように整備計画を立てる。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

評価対象外市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

26,898 千円

13　使用料及び賃借料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料

市職員

内部事務システムを構成するグループウェアをはじめ、財務会計、庶務及び人事給与等のシステム導入及
び維持管理。

12,019 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 459 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

14,879 千円 55.32%

割合

―　 　

26,898 千円

10201130502内部事務システム管理経費

企画室

9-(2)-4 個人情報保護・セキュリティ対策の強化 室長　飯森　美千代

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

44.68%

項

2 1 13

単年度繰返

対　　象

26,898 千円

内部事務システムを構成するグループウェアをはじめ、財務会計、庶務及び人事給与システムの運用管理
を行い、行政内部事務の効率化・合理化を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

100

100

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

100

100

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

システム稼働率

トラブルによる停止時間を可能な限り縮小することで、職員のシステムに対する可用性を高める。

10201130502内部事務システム管理経費

企画室

計画外停止時間（システム）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 0

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

0 0

0

市民一人当たりの経費：銚子市4,215円、旭市5,397円、匝瑳市5,102円　※参考値
は平成30年3月30日「市区町村における情報システム経費の調査結果について」よ
り抜粋。※情報システム経費は、庁内LAN・基幹システム等を含む

分

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

%
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

現在、クラウド化に向けて調整中であるが、更改に係る費用を抑えるため、
現在利用中のシステムを継続するため。

プロポーザルにより別システムとなった場合は、多額のデータ変換費用の発生・移行に伴う職員の負担や運用に係るリスクも考えられ
るため現在使用しているシステムを継続する。また、経費の縮減は難しいものの、災害時の事業継続性の観点から各システムのクラウ
ド化の検討をし、検討の中でシステム要件を見直し、経費の縮減ができるものについては積極的に仕様の見直しを行う。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

評価対象外市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費等の削減について検討し、方向性を決定した

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

73,818 千円

18　負担金、補助及び交付金

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

国民年金事務費交付金（国）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

90 千円 0.05%

目

1,282 千円

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

166,721 千円

12　委託料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

42.97%

3,792 千円

市職員

住民記録、税、国保、介護等を取り扱う基幹システムの運用管理及び保守。

953 千円

特定財源（Ｃ） 5,074 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 2,931 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

96,934 千円 56.42%

割合

―　 　

171,795 千円

年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金（国）

10201130802基幹システム運用経費

企画室

9-(2)-4 個人情報保護・セキュリティ対策の強化 室長　飯森　美千代

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

0.55%

項

2 1 13

単年度繰返

対　　象

171,795 千円

13　使用料及び賃借料

複雑・多様化する行政事務を迅速かつ効率的に処理するための基幹システムを運用し、市民サービスの向
上を図る。

一般財源

97.0%

特定財源

3.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

100

100

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

100

100

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

システム稼働率

トラブルによる停止時間を可能な限り縮小することで、職員のシステムに対する可用性を高める。

10201130802基幹システム運用経費

企画室

計画外停止時間（システム）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 0

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

0 0

0

市民一人当たりの経費：銚子市4,215円、旭市5,397円、匝瑳市5,102円　※参考値
は平成30年3月30日「市区町村における情報システム経費の調査結果について」よ
り抜粋。※情報システム経費は、庁内LAN・内部事務等を含む

分

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

%
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

「新たな日常」構築の原動力となるデジタル化として、行政手続の抜本的な
オンライン化、ワンストップ・ワンスオンリー化を進める上で、環境整備に
係る費用や環境維持に係る費用が増大すると予測される。

プロポーザルにより別システムとなった場合は、多額のデータ変換費用の発生・移行に伴う職員の負担や運用に係るリスクも考えられ
るため現在使用しているシステムを継続する。また、経費の縮減は難しいものの、災害時の事業継続性の観点から各システムのクラウ
ド化の検討をし、検討の中でシステム要件を見直し、経費の縮減ができるものについては積極的に仕様の見直しを行う。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

評価対象外市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

6,189 千円

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

社会保障・税番号制度システム整備費補助金（国）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

14,929 千円

13　使用料及び賃借料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料

34.01%

3,267 千円

市職員

社会保障・税番号制度に対応したシステムの導入及び維持管理。

9,885 千円

特定財源（Ｃ） 3,267 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 310 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

2,122 千円 11.66%

割合

―　 　

18,196 千円

10201130902社会保障・税番号システム管理経費

企画室

9-(2)-4 個人情報保護・セキュリティ対策の強化 室長　飯森　美千代

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

54.33%

項

2 1 13

単年度繰返

対　　象

18,196 千円

18　負担金、補助及び交付金

社会保障制度の基盤となる社会保障・税番号制度に対応し、その目的である①公平・公正な社会の実現
②国民の利便性の向上　③行政の効率化を推進する。

一般財源

82.0%

特定財源

18.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

100

100

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

100

100

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

システム稼働率

トラブルによる停止時間を可能な限り縮小することで、職員のシステムに対する可用性を高める。

10201130902社会保障・税番号システム管理経費

企画室

計画外停止時間（システム）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 0

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

0 0

0
分

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

%
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

「経済財政運営と改革の基本方針２０２０」において、行政手続をオンライ
ンで完結させることを大原則として、国民にとって使い勝手の良いものに作
り変えるため、抜本的な対策を講ずるとされており、現システムの改修等の
費用が増大する可能性がある。

国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための社会基盤である社会保障・税番号制度に対応するためのシステムである
ため、制度改正やデータ標準レイアウト改正に迅速に対応していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

評価対象外市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

○情報公開制度連絡協議会への出席

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

銚子市情報公開・個人情報保護運営審議会条例、銚子市情報公開・個人情報保護不服審査会条例

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

20 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

01　報酬

○情報公開・個人情報保護運営審議会委員○情報公開・個人情報保護不服審査会委員

○情報公開・個人情報保護運営審議会、情報公開・個人情報保護不服審査会を開催し、当該附属機関の委
員に報酬を支出する。

20 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 0 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

20 千円

10201030316情報公開・個人情報保護関係経費

総務室

9-(2)-4 個人情報保護・セキュリティ対策の強化 主幹　花野　信行

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

2 1 3

単年度繰返

対　　象

20 千円

情報公開制度及び個人情報保護制度の適正かつ円滑な運営を図るために情報公開・個人情報保護運営審議
会を設置し、また、審査請求が為された場合の情報公開・個人情報保護不服審査会を設置し、適正かつ円
滑な運営を図ることを目指す。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10201030316情報公開・個人情報保護関係経費

総務室

情報公開・個人情報保護運営審議会の開催
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

1 1

1
回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

その他

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

　情報公開・個人情報保護運営審議会及び情報公開・個人情報保護不服審査会は、ともに開かれた行政及び市の所有する個人情報の保
護という趣旨を踏まえた適切な取扱いが必要となる。情報公開・個人情報保護運営審議会を開催し、条例に基づく必要な報告等を行っ
た。

個人情報保護法等の改正に係る情報公開・個人情
報保護運営審議会等の役割について見直す予定。

個人情報保護法等の改正により情報公開・個人情報保護運営審議会等の役割
については、今後大幅に変更となる予定。今後、法令の詳細を把握する必要
があり、現状としては附属機関の存続と考えているため。

個人情報保護法等の改正による制度の円滑な移行をしつつ、情報公開制度及び個人情報保護制度の適正かつ円滑な運営を図るために引
き続き情報公開・個人情報保護運営審議会（今後、地方公共団体独自措置のための条例を策定することも考えられ、その際に情報公
開・個人情報保護運営審議会に諮問するなどを行う予定。）及び情報公開・個人情報保護不服審査会（変更内容は不明。）を運営して
いく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

a:事業内容を見直す

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※

※

※

※

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

13　使用料及び賃借料 24 千円 市史売払収入 84 千円

17　備品購入費 218 千円 地域生活支援事業費補助金（県）

18　負担金、補助及び交付金

3,105 千円

12　委託料

24 千円 地域生活支援事業費補助金（国）

広報折込配布手数料負担金収入

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

国民年金事務費交付金（国）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

441 千円 広報等広告料収入4.26%

0.23%

2.11%

目

544 千円

1,315 千円

88 千円

86 千円

179 千円

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

8,023 千円

10　需用費

総コスト（A+Ｄ）

0.23%

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

08　旅費

29.99%

37 千円

主に市内に在住・在勤者

「広報ちょうし」の作成（点字、音声データ含む）発行、新聞折込配布

1 千円

特定財源（Ｃ） 2,333 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 177 円

受益者負担率 19.59%

支出項目

6,543 千円 63.18%

割合

―　 　

10,356 千円

広報印刷費負担金収入

10201040101その他広報広聴経費

秘書広報課

9-(3)-1 広報活動の推進 課長　鴨作　勝也

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

0.00%

項

2 1 4

単年度繰返

対　　象

10,356 千円

11　役務費

市民に必要な情報を周知することにより、市政に対する市民の関心と理解を深め、協力を促す。

一般財源

77.5%

特定財源

22.5%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

3,000

実績値 1,980 2,530

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

広報ちょうし新聞折込配布部数 部
目標値

19,605

上位施策の実現に向けた貢献度

部

19,605

実績値 19,910

19,910

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10201040101その他広報広聴経費

秘書広報課

広報ちょうしの発行部数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 25,000

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

30,000 25,000

30,000
部

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

市内スーパー、コンビニエンスストア配布部数

公 平 性

効 率 性

目標値 2,000

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

新聞購読世帯が減少しているため「広報ちょうし」の新聞折込配布部数も減少傾向にある。一方で市内スーパーやコンビニエンススト
アへの配布部数を増やしているが、これに加えデジタルデータでも広報の閲覧が可能であることを公式SNSなどで周知を図っていく。

（広報紙の発行）SNSをはじめ情報発信手段が多様化する中でも、市民全員が入手可能な広報は情報発信の中心と考える。人口減少に
伴い、発行部数は見直していくが、内容については引き続き充実を図っていきたい。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費等の削減について検討し、方向性を決定した

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

評価対象外
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自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

広報等広告料収入

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

360 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料 36 千円

市内外の住民等

市のホームページの運営管理事業

396 千円

特定財源（Ｃ） 36 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 7 円

受益者負担率 9.09%

支出項目 割合

―　 　

396 千円

10201040301ホームページ運用管理経費

秘書広報課

9-(3)-1 広報活動の推進 課長　鴨作　勝也

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

100.00%

項

2 1 4

単年度繰返

対　　象

396 千円

市内外に本市の情報を周知することができるため、本市を知る機会を増やす。

一般財源

90.9%

特定財源

9.1%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10201040301ホームページ運用管理経費

秘書広報課

ホームページ情報更新数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 251

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

230 230

234
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

その他

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

ホームページの閲覧数は、災害発生時には飛躍的に増加するなど、外的な要因により大きく左右される。したがって、閲覧数だけで事
業の評価をすることは難しい。閲覧状況などを分析する必要があるが、今のホームページの機能では調べることができない。

ウェブアクセシビリティ等に対応した市HPのリ
ニューアル

総務省からウェブアクセシビリティの向上を求められているが、本市のHPの
評価は低い。また、スマートフォンの普及率上昇に伴うマルチデバイス対応
も求められているため。

台風などの自然災害や新型コロナウイルスに関する情報発信など、ホームページの役割は依然として高く、全面的なリニューアルは難
しくても、様々な工夫をしていきたい。ウェブアクセシビリティについても、できる範囲で向上に努める。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模を拡大する

a:事業内容を見直す

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

成果が概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

20 千円

18　負担金、補助及び交付金

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

15 千円 0.54%

目

銚子市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

2,762 千円

08　旅費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

01　報酬

0.72%

市内消費者

消費生活に関する情報の収集・提供、消費生活相談を行い、市民の消費者被害の防止・救済と消費者意識
の向上を図る。

2,638 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 47 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

89 千円 3.21%

割合

―　 　

2,762 千円

10701030134消費生活関係経費

観光商工課

9-(3)-3 市民相談体制の充実 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

95.53%

項

7 1 3

単年度繰返

対　　象

2,762 千円

10　需用費

多様化する「市民のくらし」に対応した、より自立した消費者育成のため各種消費者講座の開催や消費生
活相談業務の充実を図り、消費者保護に努める。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

25

実績値 33 16

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

消費生活相談受付 件
目標値

565

上位施策の実現に向けた貢献度

件

―

実績値 627

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10701030134消費生活関係経費

観光商工課

消費者講座参加者／開催数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 338人/2回

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

550人/5回 550人/5回

726人/11回

【相談員配置数】銚子市3名、旭市3名、香取市3名、匝瑳市2名、東庄町（香取市
と広域対応）　県内センター設置30市（政令市除）相談員126名　平均4名配置
【相談員報酬(日額)】銚子市9,002円、旭市9,000円、香取市9,000円、匝瑳市
9,000円、東庄町(負担金として支出)

人／回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

消費生活用製品安全法等に基づく立入検査

公 平 性

効 率 性

目標値 ―

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、市民向け消費者講座及び若年層への啓発活動として実施している高校
での講座開催を最小限とした。相談件数はほぼ横ばいであり、消費生活センターの存在が認知されており、消費者被害の防止に寄与し
ている。

　事業費の９割を占める報酬は、消費者相談を受付ける国家資格を持つ消費
者相談員3名分の人件費であり、次いで支出の多い旅費は相談員等の研修受講
経費となっている。共に消費者安全法で相談員の適切な処遇、研修の実施等
が定義されている。

消費生活相談について、業務量を可視化するうえで、年間の受付件数・相談に係る時間・救済金額等を数値化することは有効だが、時
節に応じ相談内容は変化するため、数値をもって一概に比較すべき事業ではない。今後も消費者トラブルを未然に回避できるよう知
識・意識付けの啓発活動、また困った際の相談先として消費生活センターの存在を認知してもらう周知活動に重点をおき事業を進めて
いく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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